
 

日光商工会議所 日光事務所 行（ＦＡＸ：０２８８‐５０‐１１７２） 

 

会 社 名 （会員・非会員） 受

講

者

氏

名 

 

会社住所   

業  種 製造 ・建設 ・卸売 ・小売 ・サービス ・その他  

Ｔ Ｅ Ｌ  従業員数  人  

＊ご記入頂いた情報は商工会議所からの各種連絡・情報提供のために利用するほか、セミナー参加者の実態調査・分析のために利用することがあります。 

令和２年１１月１８日（水） 「民法改正セミナー」受講申込書        ※切り取らずFAX 願います。 

＊会員・非会員のどちらかを○で囲んで下さい。 

＊業種は○で囲んで下さい。 

【法務セミナー】 事業者が知らないと危険！ビジネスが変わる？ 

民法が１２０年ぶりに大改正されました。敷金は原則返ってくるのか？購入した商品に欠陥が見つかっ

たら？連帯保証は契約内容によっては無効になるものもあるのか？など、今回の民法改正の影響は

個人だけてなく、中小事業者をはじめとしたほとんど全ての企業に、ビジネスの契約上大きな影響をも

たらします。本セミナーでは、法改正の重要ポイントについて整理して中小企業者がどのように対応す

べきかを法律に少し自信のない方にもわかりやすく解説致します。 

     皆様多数のご参加をお待ちします。 

 

【主な講座内容】 

● 民法改正が企業に与える影響…改正点のポイント 

● 売主と買主の共通の認識が変わる？（契約不適合責任について） 

● 契約解除が増加？（債務不履行の明確化） 

● 損害賠償は売主・買主どっちが有利？（無過失責任・因果関係について） 

● 知らないと損をする保証契約（保証人の保護について） 

● 事業用の融資の手続きが変わる（公正証書作成の義務化等） 

● 不動産ビジネスが変わる（極度限度額の義務化、瑕疵担保責任） 

● 契約書そのものが変わる（約款ルールの明確化） 

● 時効が延びる？（短期消滅時効の廃止と一本化） 

● 各種留意点及び業種ごとの対応例 

 

中央税務会計事務所 所長 

税理士 中島
なかじま

 由
よし

雅
まさ

 氏 

日
時

会

場 
【定  員】３０名（※定員になり次第締め切ります。） 

【申込方法】下記申込用紙にご記入の上、ＦＡＸにてお申込み下さい。 

申込先：日光商工会議所 日光事務所 

ＴＥＬ：０２８８-５０-１１７１ ☞ＦＡＸ：０２８８-５０-１１７２ 

（日光市宝殿66番地1） 

〔制度改正に伴う専門家派遣等事業〕 

【プロフィール】 

1970 年生まれ。大学卒業後、税理士取得。 

中央税務会計事務所2 代目所長として職員数

88 名の税理士事務所を経営。 

持ち前の人当りの良さを活かした経営相談を

実施。税務に関することはもちろん、異業種

交流会、金融機関、教育機関、企業等でセミ

ナーや講演も行っている。 

また、「西郷どん流リーダーシップを取組んで

いる経営者として、2018 年「ＮＨＫおはよう日

本」で取り上げられる。 

2011 年に行われた第１５回セミナーコンテス

ト東京大会優勝、同年に名古屋で開催された

セミナーコンテストグランプリ（全国大会）出

場、4 位を獲得。 

主催：日光商工会議所 

受講無料 


